
育児短時間勤務制度に関する企業ヒアリング結果一覧  
し、三上nl∴1  

A社   B社   C社   D社   E社   F杜   

某種  
従業員数（男性：女性）  

企業概要  
中（5千人～1万人）  

大（14：1）   中（5二1）   小（3：1）   大（4．4：1）   小（2：1）  大（ト5：1）  

小（5千人以下）  

所定労働時間（遇）  40時間   37．5時間   36．25時間   38時間   35時間   37．5時間   

制度導入（改正）時期  1995年   1991年   1969年（最新改訂2007年）   2004年   2002年   2007年  

子の3才の挺生日まで  小学校就学前まで  小学校3年生まで  

利用可能な子の年l寺  小学校卒案まで  （常態として子どもを養育できる！巳偽者 等がいない場合）  
（常態として子どもを養育できる配偶者  

（常監として子どもを養育できる配偶者 等がいない場合）    等がいない場合）  

（妻埋⊆きり子の就学前まで延長可   

対象者  可   可   不可   不可   不可   可  
職種の限定   無   無   ★   無   ■  
楓の限定   無   有   九   書   
管理監督者への適用   有   有   無   有   無   有  

1日の所定労働時間（7時間36分）の   
うち  1日の所定労働時間（7時間）のうち4  

時間に短縮可能（10＝00－15＝00ま  

勤務形態の概要  1日の所定労働時間（8時間）のう ち3時間まで30分単位で短縮可 能 

うち、90分まで短縮可能。  
での間）。ただし、月17日を超える労   

。   
③週5日80％勤務  働日につし、て会社が指定した日を指 と 
④週4日勤務  定休日する。  菓）  
のいずれかを選択可能。  

「業務内容・責任等はそのままで勤拝  
時間や勤務日数だけを短縮」する場合  
も、「短時間勤務になじみやすい兼房  「業務内容・責任等はそのままで勤務  

時間を短縮Jする。  

短時間勤務を行う場合の実務内零・責任の変更等  「菓稚内容・責任等はそのままで、勤  
務時間や勤務日敬だけを短縮jする。   務時間勤務日敷だけを短縮する   

※本人と上長の面経で原則決定。  舌などの場合、担当職務の変更や、異  
※原則は、制度利用前の職務を継続  動等の運用で対応する場合がある。   
することとしているが、実現が筆書しい犠  

合は、業務内蓉や責任を変更する。   

19人   

138人  0人   
利用実絹   全体  16人  42人   

女性  133人   19人   16人   39人   

9人  103人  
9人   102人  

・満3鍍に達しない子を養育する場合  

一書某日数x90分までは、所定労 働時間数に対する不足時間を減損し  ・短縮時間に比例して減ずる。  

短時間勤務を行った場合の賃金   短縮時間分を不支給   短縮時間に比例して減じる。  ない。  子女が満3歳以上の場合  
・  
→所定労働時間の不足分を夏期貧  短縮時間90分⇒控除幸199％  

与で減額。   

短時間勤務を行った場合の賞与  通常支給   短縮時間を出勤率に反映して支給  上記を除き通常支給  上記に準じ、減じる   上記lこ準じ、減じる   】上記に準じ、軋る  
ト”－－一－r  

確定拠出年金は通常社員と同様に勤  
短時間勤務を行った場合の退隠金（制度利用期間  

上記に準じ、減じる。  

を勤続年軌ニカウントしているか）  制度利用期間は勤続年数にカウント  制度利用期間は、勤続年数にカウン  

基礎給が50％もしくは70％に変動。   
トト  

短時間勤務を行った場合の各種手当て・福利厚 生 
・教育訓練等   通常通リ  通常通リ  通常通り   通常通り   通常通リ   

年初に上長との間で目標を設定し、年  
通常の人事考課の概要  コンビテンシー評価、業績評価  業績評価、役割評価   業績評価、能力評価  央に中間レビューを行い、年末にヨ標 に対する達成度をみて評価 
ト∧一一－－－  。   

短時間勤務l二配慮した目標設定を行  短時間勤務制度を利用する社員間だ  
い、その達成度で評価。  短時間勤務に配慮した目撲殺定を行  

人事考課  価の人数配分も同等。  
フルタイム勤務者と同じ。  

行われているのか  
虔の給与に影響するが、育児・介捜理  短時間勤務に配慮した目標設定を行  
由による場合は次年度の給与に影響  目標を設定し、達成度を評価。）  
させない。  ように設定。  

実務内容に変更があった場合、変更後の業務内容  業務内容変更時に目標設定を変更  
で評価しているか  し、評価。  

育児のための短時間勤務を行ってい  離職者防止やっ一ウライフバランスの  
その他  制度があるおかげで仕事を続けること ができた人が多く優秀な女性に仕事  

を続けてもらえることができたのでは いか リ、職場のワークうイブりくランス向上  ができた人が多くなった。   調整・限られた時間内での案務遂行が  
な。   施策として取り組んでいる。   

課圭勇  




